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１ 【提出理由】 

平成23年３月11日，東北地方太平洋沖地震及びこれに起因した大津波が発生し被害が生じたため，

金融商品取引法第24条の５第４項並びに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第５号，第

12号及び第19号の規定に基づき提出するものであります。 

 

２ 【報告内容】 

(1) 重要な災害の発生年月日 

平成23年３月11日 

 

(2) 重要な災害の発生場所 

主として岩手県，宮城県及び福島県の太平洋沿岸地域 

 

(3) 重要な災害により被害を受けた資産の種類及び帳簿価額 

震災による電気事業設備の主な被害については，以下のとおりであります。 

 

（設備別の主な被害状況） 

・汽力発電設備    ４個所（タービン建屋他浸水，揚炭機倒壊他）  

 ・原子力発電設備   １個所（屋外重油タンク倒壊他）  

 ・送電設備      102線路（鉄塔損壊・折損・傾斜，電線断線他） 

 ・変電設備      54電気所（変圧器損傷，遮断器損傷他） 

 ・配電設備      支持物11,624基（折損・傾斜等）他  

＊上記被害状況は，平成23年３月28日現在判明している被害の状況を記載したも

のであり，その後の調査により変動することがあります。 

 

なお，被害設備が多岐にわたっており，その精査になお日時を要することから，現時点で被害

資産の帳簿価額の把握は困難であります。 

 

(4) 当該事象の事業に及ぼす影響並びに損益及び連結損益に及ぼす影響額 

東北地方太平洋沖地震により，太平洋側の火力発電所を中心に電気事業設備に甚大な被害が生

じ，当社管内の広い地域で停電が発生いたしました。  

 管内の事業所をはじめ他電力会社や工事会社等，多数の応援により停電を解消するべく全力を挙

げて設備被害の確認と復旧作業を行ってきておりますが，現在も津波等の影響により一部地域で停

電が続いております。  

 供給力の面では，太平洋側の火力発電所における設備被害が甚大であり，現在，設備被害の詳細

について点検・確認中でありますが，運転再開には相当期間を要するものと見込まれます。また女

川原子力発電所については，地震直後に安全に自動停止し，その後，大きな設備被害は確認されて

おらず安定した状態となっておりますが，運転再開にはより詳細な点検・確認などが必要となりま

す。  

 このため，運転中火力の出力増や休止火力の復活など供給力確保に向けた諸対策を検討・実施す

る一方，需要面の対策として産業用をはじめ地域社会のお客さまに最大限の節電についてのご協力

をお願いするとともに，予見性のないまま大規模な停電にいたらないよう，当面の緊急的な措置と

して，需給逼迫時の計画停電実施の可能性について表明しております。  

 以上のことから，電灯電力収入の減少や設備復旧のための修繕費用の増加など当社の損益及び連

結損益への影響が予想されますが，現時点で影響額の把握は困難であります。 
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